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る課題への適切な対応を要求している。特に、補充原
則2-3は、取締役会は、サステナビリティを巡る課題
への対応は重要なリスク管理の一部であると認識し、
適確に対処することを要求している。
もっとも、現状では、CGコードに基づき開示が要
求される項目はガバナンスに関連する項目に集中して
おり、環境・社会・サプライチェーンに関する情報を
含んでいない。
また、上場企業は、各原則について実施を表明する
か実施しない場合にはその理由を説明することが求め
られており、ほとんどの上場企業が上記持続可能性に
関連する原則について実施を表明している。しかし、
どのように原則を実施するのかその詳細を開示するこ
とまでは求められていない点で課題がある。
今後、CGコードに基づく開示項目などを拡大・具
体化する形で、環境・社会・サプライチェーンなどに
関する非財務情報を効果的に開示するルール・枠組み
を策定していくことも期待される。
●日弁連「人権DDガイダンス」をふまえた人権
DDガイドラインの策定の可能性
日本弁護士連合会は、2015年1月に、日本企業およ
び日本企業に助言を行う弁護士向けに人権DDを実践
するための手引として「人権デュー ・ディリジェン
スのためのガイダンス（手引）」を公表している。同
ガイダンスは、サプライヤー契約における「CSR条項」
に関しそのモデル条項を提唱すると共に、その法的論
点に関して解説している。
日本企業の人権DDの実践にあたっての課題として、
そもそもサプライチェーンにおける人権侵害のリスク
が十分に共有されていないことや人権DDの実施のノ
ウハウが十分ではないことが挙げられる。
日本政府においては、現段階で人権DDを法的義務
に引き上げるまでの検討は困難であるとしても、企業
による人権DDの実践を支援していく観点から、人権
DDに関する共通認識と企業に対する期待を示すこと
は可能であると思われる。そのような意味で、人権
DDに関する公的なガイドラインを策定していくと共
に、ガイドライン実施のための支援体制を構築してい
くことが有益であろう。
（たかはし　だいすけ／真和総合法律事務所弁護士）
せる形でルールの形成を検討することが効果的である。
●東京五輪「持続可能性に配慮した調達コード」
をふまえた政府調達ルールの導入の可能性
東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委
員会は、2017年3月、「持続可能性に配慮した調達コー
ド」を採択した。調達コードは、組織委のサプライヤー
およびライセンシーとなる企業に対し、調達物品等の
製造・流通等に関して調達コードの遵守が求められる
と共に、サプライチェーンに対しても調達コードを遵
守するように働きかけることを求めている。
調達コードが遵守を求める持続可能性に関する基準
には、人権・労働・環境・社会に関する様々な要求事
項や禁止事項が含まれている。また、企業が調達コー
ドを遵守し、また調達コードの遵守をサプライヤーに
働きかけるにあたっては、持続可能性に関するリスク
を適切に確認・評価したうえで、そのリスクの高さに
応じて対処することが求められており、そのためには、
人権DDを参照することが推奨されている。
調達コードは、組織委による調達のみに適用される
ものであるが、組織委は、東京都および政府機関等に
対して、大会関係で調達する物品・サービスに調達
コードを尊重するよう働きかけることも調達コードに
明記されている。今後、調達コードに準じた公共調達
のルールを国・地方公共団体にも導入していくことは、
東京五輪のレガシーを遺すという観点と共に、NAP
策定に向けて「責任あるサプライチェーン」のルール
を形成するという観点からも有益である。
●コーポレートガバナンス・コードをふまえた開
示ルールの導入の可能性
金融庁は、2015年3月にコーポレートガバナンス・
コード（「CGコード」）を発表し、東京証券取引所は、
有価証券上場規程等を改正し上場制度を整備した上で、
上場企業を対象として2015年6月からCGコードを適用
している。CGコードは、5つの基本原則に付随して30
原則、さらに原則を補足する38の補充原則の73原則か
ら構成されている。
CGコードには持続可能性に関係する原則も複数存
在する。基本原則2は、株主以外のステークホルダー
との適切な協働について規定している。原則2-3は、
社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡
ビジネスと人権をめぐる各国法規制の動向と国別行動計画の役割―調達・開示に関するルール形成を中心に―
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